
 

 N E W S  R E L E A S E

平成１７年３月２８日 

 

各  位 

 

会社名 株式会社 新生銀行 

代表者名 代表執行役会長兼社長 八城 政基 

（コード番号：８３０３ 東証第一部） 

 

 

当行連結子会社（株式会社アプラス）の資本の減少および 

資本準備金の減少の完了のお知らせ 

 

 

 

当行連結子会社である株式会社アプラスが、平成１７年１月２４日に発表いたしました資本の減少および

資本準備金の減少が完了したことを、別添の通り発表いたしましたのでお知らせいたします。 

 

 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 



平成17年3月28日 
各 位 

 会 社 名 株 式 会 社 ア プ ラ ス

 代表者氏名 取 締 役 社 長  杉 山  淳 二

 コード番号 ８ ５ ８ ９ （ 大 証 第 一 部 ）

 本社事務所 大阪市中央区南船場四丁目１番９号

 問 合せ先 企業戦略部長 奥田 正一

  TEL (03)-5229-3702(直通)

 
資本の減少および資本準備金の減少の完了のお知らせ 

 
 当社は、さる平成17年2月24日開催の臨時株主総会にて、2,410億円の優先株式発行による第三者割当増資を
決議するとともに、同増資の払い込み等を条件とする「資本の減少」および「資本準備金の減少」（下記各概要を

ご参照下さい）を決議いたしました。 
これに伴い、平成 17 年 2 月 28 日の増資の払い込みおよび資本の増加により資本増強が完了するとともに、   
さる平成 17年 3月 26日に「資本の減少」および「資本準備金の減少」の効力が発生し、中間未処理損失は一掃
されました。 
これにより、当社の一連の資本政策は全て完了し、財務基盤は整備されました。 
今後とも、当社は新生銀行グループの「ノンバンクビジネス戦略」の中核として一層の収益基盤の拡大、安定化

に取り組んでまいります。 
 

記 
 
１． 資本の減少の概要 
・ 増資後の資本金の額、1,691億円から1,541億円減少し、全額中間未処理損失への補填に充てました。 
・ 資本の減少の方法は、発行済み株式数の減少は行わず、資本の額のみを減少する形式減資としております。 
・ これにより、資本の減少後の資本金は、150億円となりました。 
 
２． 資本準備金の減少の概要 
・ 増資後の資本準備金の額、1,530億円のうち、1,492億円を減少いたしました。 
・ 減少する資本準備金のうち、1,093億円を中間未処理損失の補填に充て、資本準備金の減少額との差額399
億円はその他資本剰余金へ組入れいたしました。 

 
  【ご参考：増資から資本の減少および資本準備金の減少のフロー】 

＊ 以下は平成16年９月期の貸借対照表を基準にしています。 

 

（単位：億円　単位未満四捨五入） 平成16年9月末
増資

（平成17年2月28日）
増資後

（平成17年2月28日）

資本の減少および
資本準備金の減少
（平成17年3月26日）

資本の減少および
資本準備金の減少後
（平成17年3月26日）

資本金 486 1,205 1,691 △ 1,541 150

資本剰余金 325 1,205 1,530 △ 1,093 437

資本準備金 324 1,205 1,530 △ 1,492 38

その他資本剰余金 0 0 0 399 399

利益剰余金 △ 2,634 △ 2,634 2,634 0

剰余金 0 0 0

中間未処理利益 △ 2,634 △ 2,634 2,634 0

その他有価証券評価差額金 7 7

自己株式 △0 - -

資本の部合計 △ 1,816 2,410 594 0 594
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 以上 


